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１　問題の所在
　本報告は、特別推進プロジェクト「内なる国
際化に向けた社会保障システムの再編」のサブ
テーマ「外国人とダイバーシティ」にあたる報
告である。このプロジェクトで大阪や京都、大
分などの行政やNPOへの取材を通じて、既存
の社会問題（外国人問題、被差別部落問題、女
性問題など）と、性的マイノリティ問題等の重
なりや協働について、支援団体を訪問しながら
まとめた。本稿では大阪の「虹色ダイバーシ
ティ」を取り上げる。
　地方行政において「多文化共生」という概念
が「ダイバーシティ」に変わっていく事情とそ
の意味については、本プロジェクトの京都府お
よび神奈川県川崎市に関する研究に詳しい（坂
口・元森 2019）。セクシャル・マイノリティが
社会問題の対象として可視化されたのはここ
10年に過ぎない。セクシャル・マイノリティの
直面するさまざまな問題が可視化されはじめた
2010年代にいくつかのNPOが成立したが、そ
れらが既存のジェンダー、女性問題や、外国人
問題、被差別部落問題などに対する公的制度や
NPOなどの共助的組織とどのように関係して
いたのかを明らかにするのが目的である。
　この報告で例として取り上げる「虹色ダイ
バーシティ」のなりたちには、従来の多文化共
生やダイバーシティで扱われてきた対象に、い

つどのように性的マイノリティが加わり、その
重なりにどのような意味があるのかのヒントが
あった。
　さらにこれまでの石原の研究では、「ジェン
ダー観」「異質な他者への寛容性」など、ダイバー
シティという枠組みで扱われてきた既存の社会
問題への意識が、セクシャル・マイノリティへ
の寛容性とどう関わるのかに関して明らかにし
てきた。
　もしも社会意識という観点で、これら以前か
らの社会問題への意識と性的マイノリティとい
う新しい問題に対する意識が関連しているとす
れば、それが正負どちらであっても、今後の社
会政策等に資する知見が得られると思われる。

２�　ジェンダー観・異質な他者への寛容性と、
性的マイノリティへの寛容性

（１）　性的マイノリティへの寛容性研究
　筆者は、2010年以降の性的マイノリティを巡
る社会意識、社会環境の変化について研究して
いた（石原 2012、石原 2017）。そこから見えて
きたことは、性的マイノリティに対する寛容性
に異質な他者への寛容意識が関与しているこ
と、そして、2010年ごろまでの性的マイノリティ
に関する統計的研究のほとんどは欧米のもので
あるということである。先行研究のうち、どの
ような属性や環境にある人が同性愛（1）への寛容
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性が高いかを示した研究を整理してみる。
　調査年、人口学的変数（性、年齢、居住地）、
社会経済的変数（教育水準、職業、収入など）に
加えて、社会意識の変化も性的マイノリティへ
の寛容性意識に関係があることが示されてき
た。関連する社会意識には以下の４つが含まれ
る。①ジェンダー対称的な役割意識、②脱標準
的な家族（離婚、同棲、婚外出生など）の肯定、
③宗教へのコミット、④異質な他者（外国人な
ど）への寛容性である（石原 2012）。
　このうち、本プロジェクトに関わるのは①と
④である。①のジェンダー役割意識について先
行研究では性別役割分業意識が性的マイノリ
ティへの寛容性と負の関係を示しているとされ
る（Kite and Whitley 1996）。これについては
性別役割を肯定する人ほど、性別役割から逸脱
している同性愛に否定的な感覚をもつからであ
ると説明されている。
　④の異質な他者への寛容性は、同性愛に対す
る寛容性が、異質な他者一般に対する寛容性の
一部と見なせるという仮説である。先行研究で
は都市部での寛容性の高さについて、異質な他
者（外国人など）との接触が多いことが理由と
して挙げられることがある（小林・池田 2008）。
石原（2012）でも、外国人労働者への寛容性は、
同性愛への寛容性と相関を示していた。また
イングルハートは、大学教育が多様性を認め
るリベラルな考えを促すことを指摘している

（Inglehart［1977=1978］）。つまり、高学歴層
で同性愛への寛容性が観察されるとすれば、そ
れは異質な立場一般に対する許容的な態度に起
因しているかもしれない。専門職・管理職での
寛容性の高さについても、管理的職業従事者が
ダイバーシティー・マネジメントの有効性を認
識しているならば、異質な立場を尊重する動機
につながる可能性がある。しかし石原（2012）で
は、女性については管理職・専門職と同性愛へ

の寛容性は関連が見られなかったが、男性では
管理職・専門職が同性愛への寛容性とむしろ負
の関係を示しており、日本の職場におけるマネ
ジメント領域において同性愛への不寛容さが懸
念される結果であった。

　本調査では性的マイノリティに対するサポー
ト活動の成立過程や課題の聞き取りを行った
が、その際、上記のような量的調査で示された
知見が活動の展開を説明する可能性を検討し
た。具体的には以下のような点である。
　（１）�　「ジェンダー対称的な意識」が高いこ

と、あるいは「異質な他者への寛容性」
が高いことは、「性的マイノリティへの
寛容性」の高さと関連しているかという
点。

　（２）�　「多文化共生」「ダイバーシティ」のも
とで従来の外国人の人権政策や、歴史の
長い被差別部落の人権政策などが、遅れ
て登場した性的マイノリティの人権政策
やNPO活動に対して有利な資源となっ
ているのではないかという点、である。

（２）　日本での量的調査の分析結果
　上記仮説設定にいたった背景として、同性愛
への寛容性の関連変数を検証した石原（2012）の
結果を要約しておきたい。使用したのは「世界
価値観調査」の日本版「世界価値観調査」（1981
年、1990年、1995年、2000年、2005年の５回分）
である。なお、同性愛に関する10段階の寛容
性は具体的には以下のように訊ねられている。

「次のそれぞれについてあなたはどう思います
か。全く正しい（認められる）と思いますか、そ
れとも全く間違っている（認められない）と思い
ますか。下記の目盛りの番号を使ってお答え下
さい」との問に続き、「同性愛」のほか「仕事
に関連してワイロを受け取る」「売春」「妊娠中
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絶」「離婚」といった項目がならび、それぞれ
について１（全く間違っている（認められない））
から10（全く正しい（認められる））までのいずれ
かの数値で評価するという形式になっている。
日本語の調査票では５と６の間に線が引かれて
おり、容認傾向と非容認傾向の境の目安となっ
ている。
　「ジェンダー対称的な意識」は「母親が働い
ていても、働いていない母親と同じように温か
くてしっかりした母子関係を築くことができ
る」「一般的に、男性の方が女性より政治の指
導者として適している」「大学教育は女子より
男子にとって重要である」に関する４段階の回
答（強く賛成～強く反対）について、得点が高い
ほどジェンダー対称的になるよう０から３を与
え、「わからない」には1.5を与えた上で、３つ
の得点を合計して指標化した。

１）　ジェンダー対称性：女性の場合
　調査年、出生コーホートに加え、居住地、本
人の学歴、職業といった社会経済変数のみを投
入している社会経済モデルに、「ジェンダー対
称的な意識」を加えたところ、仮説では時代効
果が弱まることが予想されたが、調査年ダミー
の係数の大きさがやや小さくなっているが、時
代効果を相殺するほどには影響していなかっ
た。むしろ、大卒者の効果が消滅しており、大
卒者における寛容性の高さは、一定程度、「ジェ
ンダー対称的な意識」で説明できることがわ
かった。

２）　ジェンダー対称性：男性の場合
　社会経済モデルに「ジェンダー対称的な意識」
変数を投入すると、１％未満の水準でプラスの
有意な関係を示した。また仮説で予想されたと
おり、調査年の効果が弱くなった。2000年以降
の男性の寛容性の拡大が、一部「ジェンダー対

称的意識の高まり」で説明することができるこ
とが示唆された。
　ジェンダー対称意識を統制すると、学歴につ
いては高卒を底とするU字パターンを示してい
ることを意味する。なお、女性の寛容性が男性
よりも高いことについても、ジェンダー対称的
な意識である程度説明されるであろうというの
が仮説の一つであった。ジェンダー変数の投入
により、男女ともに調査年の係数が変化してい
るが、むしろ男性における変化のほうがはっき
りしており、必ずしも女性の寛容性にのみ関連
しているとは言えない結果が示されている。

３）　異質な他者への寛容性
　最後に「異質な他者への寛容性」（外国人受け
入れ）変数を投入したモデルの結果について述
べると、大卒者の効果が消えており、仮説で予
想されたとおり、大卒者における寛容性の高さ
の一部は異質な他者への寛容性の一環として説
明できる可能性を示唆するものであった。
　まとめると、男女差と時代効果には「ジェン 
ダー対称的な意識」が作用し、居住地、学歴、
職業の効果は「異質な他者への寛容性」によっ
てある程度説明される。
　このほか、石原（2017）では、地域ブロックご
との同性愛に対する寛容性の差異を分析した
が、その中で、首都圏を含む関東では寛容性が
高く、東北では寛容性が低いといった地域差が
観察された。近畿地方は中庸に位置する。こう
した地域で、人権やダイバーシティに関する考
え方、サポート活動がどのように展開してきた
のかを、NPO活動の聞き取り調査から明らか
にしていく。

３　事例研究
（１）　虹色ダイバーシティ
　「虹色ダイバーシティ」は、性的マイノリティ
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もいきいきと働ける職場環境づくりをめざす
大阪府他に事務所を持つ特定非営利活動法人

（NPO法人）である。2013年に法人化され2019
年現在は代表を含め常勤スタッフ５名体制であ
る。主な業績はLGBTと職場に関する社会教育
事業（企業、行政、一般向け講演など）である。
受託事業として淀川区LGBT支援事業、大阪府
啓発冊子などがある。企業との共同調査として
は、「トイレに関する調査」（LIXIL）、「アライ
を増やす取り組みに関する調査」（JT）、「LGBT
と子育てに関する調査」（TENGA）などがある。
出版として『職場におけるLGBT・SOGI入門』
がある。
　虹色ダイバーシティの理事長である村木真紀
氏にお話をうかがった。（2019.01.29）

──他の性的マイノリティ関連NPOと比べて
早い時期から活動を始めたきっかけを聞かせて
ください。

　2012年に活動を始めたころはNPOでは
ありませんでした。そのときに一般財団法
人ダイバーシティ研究所に相談にいったの
です。1995年の阪神淡路大震災の時に在日
外国人の支援をやっていたところが母体と
なって、今は大阪の十三（じゅうそう）にあ
ります。田村太郎さんはLGBTの方と結構
接点があって、震災の時に語学のボラン
ティアで入ってくれた方がゲイの方だった
とか、いろいろ縁がありました。

　そして田村さんから、LGBTを対象とす
るというのはいい活動だからNPOにして
やってみたら？とそそのかされて（笑）そこ
から始まっています。

　村木氏はダイバーシティ研究所の理事でもあ

るので、両者が密接な関係にあることは明らか
だが、ダイバーシティ研究所の一部として独立
したのではなく、先行する異業種から、NPO
運営のノウハウを伝えてもらったということで
ある。

──ダイバーシティ研究所で、日本にいる外国
人の方とLGBTに共通性を感じたということで
すが。

　在日外国人の方の話を聞いたら、例えば
中国人の人って、見た目が日本人とそんな
に変わらないけれども、コミュニケーショ
ンなどで孤立するところがあって、LGBT
と似ているなと思ったんですよね。マイノ
リティのイシューというところで共感する
ところもあって。

　設立当初は、ダイバーシティ研究所の中
に（虹色ダイバーシティの元組織を）間借り
していたんです。そこでは多文化の子ども
たちの学習支援教室とかをすぐそばでやっ
てました。そこでシェアオフィスをしてい
たので、必然的にダイバーシティになった。
本棚にLGBTのものを置いておくと子ども
たちが自然に手に取る。このようないろい
ろな種類の複数のNPOが同じオフィスに
いることのメリットに気づいたのです。

──大阪のいわゆる低所得層にふれることも影
響を与えたということですか？

　十三って新大阪に近いところですけど、
割と下町で、酔っぱらったおっちゃんが駅
前にたむろしているようなところで。事務
所まで歩く百メートルちょっとの間にいろ
いろな社会問題がみられる素晴らしい街で
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す。現在の事務所のあるような小ぎれいな
町ではない。

　実は現在の事務所も定時制高校支援
NPOのD×Pさんや、ホームレス支援の
NPOもあったり、それらとも連携してい
ます。新公益連盟にも加わっています。こ
れはLGBTの問題が、それ以外のイシュー、
社会問題（不登校とか、発達障がいとか）と
複合する場合、より辛くなるのですね。な
ので他のイシューをやっている人たちに
LGBTの視点をインプットしていきたいな
と思います。アドボカシーについて他の
LGBTに学びたいとも思っています。

　つまり村木氏によれば、性的マイノリティと
貧困など複合的な問題を抱える人たちが少なく
ないのであり、一つのNPOでの解決が難しい
場合は、他の専門の組織との共働が必要になる。

──行政に関しても同様でしょうか。

　LGBTって今、所轄省庁がよくわからな
い状況になっていますが、縦割りにしては
いけないイシューかなと思うので、内閣府
とかでやるべきではないかと思っていま
す。

──性的マイノリティの居場所づくりについて
は、いわゆるアライも来られるように窓口は拓
いているのですか。

　LGBTだという一つの属性はそれはそれ
で置いておき、人生で色々なつながりをも
つことがセーフティネットになると思うの
で、そういう意味ではLGBTだけに閉じな
いほうがかえっていいと思っています。な

ので、コミュニティスペースは“こんな人
も来てもいいよ”としつこく例示している
のはそういう意味です。「当事者じゃない
んですけど」とか「よくわかんないけど自
分みたいな人が行ってもいいんですか？」
と安心しない人がいるので。ホームページ
にはそういうノウハウを詰めています。

──なぜ西日本とくに大阪から性的マイノリ
ティの運動の勢いに火が付いたのでしょう。

　大阪市の職員さんって人権意識が高い。
障がい者のイシューとか外国人のイシュー
とかそことの繋がりで話すと、すごく理解・
共感をしてくれたんですよ。こうした土壌
があったからこそ受け入れられたのかなと
思っています。

──具体的に出会いがあったのですか。

　実は、LGBTのサポートが広がった背景
には、私は被差別部落問題の組織があると
思っています。高野山で関西の部落問題の
組織（部落解放・人権研究所）の年に一度の
集会に2013年に呼ばれて講演をしました。
ここあたりから人権問題の団体が、LGBT
に気づき始めたと思います。「アイユ」（人
権教育研究推進センター）をみると、全国
の催しがでているんですが、部落関係の講
演会よりLGBTの方が多いんちゃう？てい
うくらい。

　元々部落関係のことをやっていた団体
が、ぱらぱら見ると結構LGBTのことを
やっているんですよね。そして部落とか
人権教育の団体にあってLGBTのNPOにな
かったのが、組織力なんです。そこで部落
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問題の人たちが築いていたネットワークが
あって、それにうまく乗っかったというの
もあると思います。

　大阪の事例以外にも、部落差別や外国人、就
業者における社会的排除といった人権問題を
扱っていた活動が性的マイノリティの受け入れ
に展開する事例があり、今後その活動の特性や
課題などを論じていきたい（3）。

４　まとめ
　量的調査から性的マイノリティに対する寛容
性に、ジェンダー役割意識の否定や異質な他者
への寛容性が関係することが示されていた。ま
た地域的な特徴としては、近畿地方は全国平均
よりはやや寛容性が高い状態で推移している。
こうした知見を踏まえ、大阪の人権問題活動に
関わる専門家に話しを伺う機会を得た。
　インタビューでは、異質な他者へのサポート
組織（外国人、被差別部落）があり、行政では人
権問題のカテゴリーで把握されていたのだが、
それらがあったからこそ、性的マイノリティの
問題が可視化することができたのであり、また
サポート体制をつくるのに手助けになったのだ
ということが明らかになった。こうした制度と
社会意識の繋がりについては今後の考察をまち
たい。
　今回の調査では、人権問題活動の蓄積が、性
的マイノリティサポートに援用されるケースを
確認することができた。日本では歴史も拠点も
限られている性的マイノリティのサポートを発
展させるためには、こうした既存の人権問題活
動とうまく連携していくことが有用であること
を示唆するものである。なお、今回の調査では、
ジェンダー役割に関係する活動や意識と性的マ
イノリティサポートとの関連性は必ずしも明ら
かになっていない。今後こうした視点での取り

組みにも着目し、性的マイノリティをとりまく
環境への関わりを探っていきたい。

【注】
（１）	 世界価値観調査のデータは、性的マイノリティ

一般ではなく「同性愛homosexuality」のみを
変数としているという限界がある。

（２）	 2019年のインタビュー内では、LGBTという
言葉を使っている。近年はLGBTQあるいは
SOGIという呼び方が一般的になっている。こ
の報告では性的マイノリティで統一した。

（３）	 大阪以外の行政における性的マイノリティの
受け皿の例を一つあげてみよう。大分県の場
合は、大分県生活環境部人権・同和対策課で
ある。発行している「心ひらいて」は県の広
報誌の人権啓発コラムで、そのバックナンバー
集VI（2019）は、40頁のうち、「オリンピックと

『LGBT』」「ソジハラって知っていますか」「（啓
発冊子）リンゴの色～LGBTを知っています
か？～」など、８頁が性的マイノリティを扱っ
ている。人権問題という軸のうえに、被差別
部落、ハンセン病、高齢者、障がい者、外国
人、犯罪被害者とその家族、性的マイノリティ
が並ぶ。横断的な組織でなくても、従来の人
権問題関連の制度や組織で可能なことは意外
にもあるかもしれない。こうした組織は当事
者団体や教育行政などなかなか繋がりにくい
ところを繋げるというメリットがあるという。

	 　今野晴貴（NPO法人POSSE代表・ブラック
企業対策プロジェクト共同代表）らは、セク
シャル・マイノリティの労働問題について、
50代の労働組合員に20代のセクシャル・マイ
ノリティが相談をしづらいという状況がある
ことを指摘する。どうすればよいかという問
いに対して、一つの方法は、すでに皆が知っ
ている別の似たような問題にからめて説明を
するのがよいと提案している。例えば部落問
題や民族差別である。これらの問題について
は50代の労組員でも注意深く対応をしてきた
歴史がある。トランスジェンダーの履歴書問
題は、被差別部落問題で長く話題になってき
たものである、というふうにである（宮井・今
野・大賀 2020）。
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